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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第３四半期連結
累計期間

第76期
第３四半期連結
累計期間

第75期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （千円） 11,296,941 11,408,827 15,061,293

経常利益 （千円） 270,548 247,930 363,997

四半期(当期）純利益 （千円） 247,179 189,128 422,213

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 311,620 166,778 460,070

純資産額 （千円） 10,011,498 10,353,976 10,188,312

総資産額 （千円） 15,419,844 15,828,506 14,924,050

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 40.18 30.75 68.64

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 64.9 65.4 68.3

 

回次
第75期

第３四半期連結
会計期間

第76期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 13.35 18.39

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
　　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府・日銀の経済・金融政策の実行による企業収益や雇用情

勢の改善などの恩恵を受けながら緩やかな回復基調のもと推移しました。景気の先行きにつきましても、景気構造

に大きな変化はなく、消費税増税後のマイナス成長も払拭し、好調な米国景気と相まって引き続き安定的な成長が

期待されます。

　当社グループの主な事業分野である建設・土木業界におきましては、民間の住宅建設需要は減少しましたもの

の、政府の建設投資と民間の非住宅建設投資は堅調に推移したことにより、全体の建設需要としては、ほぼ横ばい

で推移いたしました。

　このような環境において、当社グループは、主力製品であるワイヤーメッシュ及びフープの売上拡大に引き続き

注力し、戦略製品であるトーアミＣＤメッシュの販路開拓等にも努めました結果、当第３四半期連結累計期間の売

上高は、114億８百万円（前年同四半期比 1.0％増）となりました。

　損益面におきましては、材料価格の値上がり分を販売価格の是正によって補いましたものの、販売量が想定を下

回ったことにより売上原価率がアップし、当第３四半期連結累計期間の営業利益は１億81百万円（前年同四半期比

22.2％減）、経常利益は２億47百万円（前年同四半期比8.4％減）、四半期純利益は1億89百万円（前年同四半期比

23.5％減）となりました。

 

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（３）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、15百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,000,000

計 22,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,400,000 6,400,000
東京証券取引所

（市場第二部）

完全議決権株式

であり、権利内

容に何ら限定の

ない当社におけ

る標準となる株

式であり、単元

株式数は 100株

であります。

計 6,400,000 6,400,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 6,400,000 － 1,290,800 － 1,205,879

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　 248,900 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式　 6,148,800 61,488 －

単元未満株式  普通株式　　　 2,300 － －

発行済株式総数 6,400,000 － －

総株主の議決権 － 61,488 －

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄の普通株式は、全て自己保有株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 1,000株含まれております。ま

 た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　（自己保有株式）

　株式会社トーアミ

　大阪府四條畷市

　中野新町10番20号
248,900 － 248,900 3.89

計 － 248,900 － 248,900 3.89

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、ネクサス監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 905,743 1,231,380

受取手形及び売掛金 5,434,630 ※ 5,721,903

商品及び製品 542,053 546,019

仕掛品 236,986 316,901

原材料及び貯蔵品 1,730,310 1,822,366

繰延税金資産 134,038 103,181

その他 16,396 19,142

貸倒引当金 △7,524 △3,609

流動資産合計 8,992,634 9,757,286

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,008,324 962,487

機械装置及び運搬具（純額） 479,954 573,331

土地 3,746,531 3,746,531

建設仮勘定 34,056 6,271

その他（純額） 15,425 17,171

有形固定資産合計 5,284,293 5,305,794

無形固定資産   

その他 14,793 13,208

無形固定資産合計 14,793 13,208

投資その他の資産   

投資有価証券 472,656 552,562

退職給付に係る資産 78,856 121,137

その他 91,279 84,336

貸倒引当金 △10,463 △5,820

投資その他の資産合計 632,329 752,216

固定資産合計 5,931,415 6,071,219

資産合計 14,924,050 15,828,506

 

EDINET提出書類

株式会社トーアミ(E01441)

四半期報告書

 7/15



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,797,246 ※ 2,800,107

短期借入金 1,690,000 1,310,000

リース債務 1,121 1,121

未払法人税等 35,448 6,947

賞与引当金 89,473 28,524

その他 449,282 598,920

流動負債合計 4,062,572 4,745,620

固定負債   

リース債務 5,607 4,765

繰延税金負債 328,509 371,916

役員退職慰労引当金 279,300 288,427

退職給付に係る負債 45,903 49,379

その他 13,844 14,419

固定負債合計 673,165 728,909

負債合計 4,735,737 5,474,529

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,290,800 1,290,800

資本剰余金 1,207,310 1,207,310

利益剰余金 7,664,502 7,852,515

自己株式 △112,761 △112,761

株主資本合計 10,049,850 10,237,864

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 108,411 159,585

繰延ヘッジ損益 1,670 3,689

退職給付に係る調整累計額 28,379 △47,163

その他の包括利益累計額合計 138,461 116,112

純資産合計 10,188,312 10,353,976

負債純資産合計 14,924,050 15,828,506
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 11,296,941 11,408,827

売上原価 9,433,824 9,598,785

売上総利益 1,863,116 1,810,041

販売費及び一般管理費 1,629,355 1,628,216

営業利益 233,761 181,825

営業外収益   

受取利息 136 29

受取配当金 6,790 8,129

受取賃貸料 10,027 16,087

為替差益 17,015 41,748

その他 9,511 8,688

営業外収益合計 43,480 74,682

営業外費用   

支払利息 4,506 5,897

売上割引 1,647 1,825

その他 539 854

営業外費用合計 6,693 8,577

経常利益 270,548 247,930

特別利益   

固定資産売却益 － 50

特別利益合計 － 50

税金等調整前四半期純利益 270,548 247,981

法人税、住民税及び事業税 24,839 22,689

法人税等調整額 △1,470 36,163

法人税等合計 23,368 58,853

少数株主損益調整前四半期純利益 247,179 189,128

四半期純利益 247,179 189,128
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 247,179 189,128

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 64,440 51,174

繰延ヘッジ損益 － 2,019

退職給付に係る調整額 － △75,543

その他の包括利益合計 64,440 △22,349

四半期包括利益 311,620 166,778

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 311,620 166,778

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方

法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更並びに割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を

基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使

用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半期

連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が141,627千円増加し、利益剰余金が91,151千円

増加しております。なお、これに伴う当第３四半期連結累計期間の損益への影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（退職給付制度の一部変更）

　当第３四半期連結累計期間において、当社は、平成26年１月29日付で解散した大阪線材製品厚生年金基金からの給

付を代替するために、平成26年６月１日付で退職金支給規程の改定を行い、退職金基礎額の算定方法を変更するとと

もに、平成26年10月１日付で確定拠出年金制度を設けております。この改定により過去勤務費用が117,411千円発生し

ており、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により償却しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形及び売掛金 － 千円 310,055千円

支払手形及び買掛金 － 1,756

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

減価償却費 178,366千円 155,618千円

のれんの償却額 9,500 －
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

　定時株主総会
普通株式 46,134 7.50 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

平成25年11月７日

　　取締役会
普通株式 46,133 7.50 平成25年９月30日 平成25年12月５日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

　定時株主総会
普通株式 46,133 7.50 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年11月７日

　　取締役会
普通株式 46,133 7.50 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金

 

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、土木建築用資材事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 40円18銭 30円75銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 247,179 189,128

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 247,179 189,128

普通株式の期中平均株式数（株） 6,151,161 6,151,099

 
（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成26年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　　（イ）中間配当による配当金の総額　　　　　　　　　46,133千円

　　（ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　７円50銭

　　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　平成26年12月５日

　（注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成27年２月６日

株式会社トーアミ

取締役会　御中

 

ネクサス監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 藤井　栄喜　　　　　印  

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 髙谷　和光　　　　　印  

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 市村　和雄　　　　　印  

 

　当監査法人は、金融商品取引法第 193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トーア

ミの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トーアミ及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注） １. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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